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令和元年度 可児市一般会計補正予算（第３号） 

 

令和元年度可児市の一般会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１６５，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ３１，６６５，７００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表 歳

入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 既定の地方債の変更は「第２表 地方債の補正」による。 
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

10 地 方 特 例 交 付 金 ８０，０００ １７３，６３２ ２５３，６３２

1 地 方 特 例 交 付 金 ８０，０００ ２９，１３２ １０９，１３２

2 子ども・子育て支援臨時交付金 ０ １４４，５００ １４４，５００

11 地 方 交 付 税 ２，１７２，０００ △６１，５５７ ２，１１０，４４３

1 地 方 交 付 税 ２，１７２，０００ △６１，５５７ ２，１１０，４４３

13 分 担 金 及 び 負 担 金 ２５０，１５９ △６５，８００ １８４，３５９

2 負 担 金 ２４９，８６４ △６５，８００ １８４，０６４

14 使 用 料 及 び 手 数 料 ４２５，１４４ △２９，１００ ３９６，０４４

1 使 用 料 ２４２，７６８ △２９，１００ ２１３，６６８

15 国 庫 支 出 金 ３，５００，４７８ １３９，５９５ ３，６４０，０７３

1 国 庫 負 担 金 ２，９５５，６３７ １６２，２００ ３，１１７，８３７

2 国 庫 補 助 金 ５２９，１９４ △２２，９４０ ５０６，２５４

3 委 託 金 １５，６４７ ３３５ １５，９８２

16 県 支 出 金 １，９７８，５７２ ３３，８００ ２，０１２，３７２

1 県 負 担 金 １，２１０，６１２ ２５，０００ １，２３５，６１２

2 県 補 助 金 ５３５，１７３ ８，８００ ５４３，９７３

19 繰 入 金 １，５３３，３８７ △８１１，２８１ ７２２，１０６

1 基 金 繰 入 金 １，３８７，１５７ △８１１，２８１ ５７５，８７６

20 繰 越 金 ５００，０００ ６９８，８０１ １，１９８，８０１

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正



(単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

1 繰 越 金 ５００，０００ ６９８，８０１ １，１９８，８０１

21 諸 収 入 １，６８５，４７７ ４，９１０ １，６９０，３８７

5 雑 入 １，１９１，８６９ ４，９１０ １，１９６，７７９

22 市 債 ２，１１１，４００ ８２，０００ ２，１９３，４００

1 市 債 ２，１１１，４００ ８２，０００ ２，１９３，４００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３１，５００，７００ １６５，０００ ３１，６６５，７００
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

2 総 務 費 ４，５７１，１２５ ３，９００ ４，５７５，０２５

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 １５８，９０４ ３，９００ １６２，８０４

3 民 生 費 １１，０３３，１５４ ４４，６００ １１，０７７，７５４

1 社 会 福 祉 費 ６，０２２，４５７ ３８，４４０ ６，０６０，８９７

2 児 童 福 祉 費 ４，４６２，８６８ ６，１６０ ４，４６９，０２８

7 商 工 費 ８４２，０１８ △２５，０００ ８１７，０１８

1 商 工 費 ８４２，０１８ △２５，０００ ８１７，０１８

8 土 木 費 ３，６９４，６２５ １２，１００ ３，７０６，７２５

3 河 川 費 １８６，８１６ １１，１００ １９７，９１６

4 都 市 計 画 費 ２，３３４，９６１ １，０００ ２，３３５，９６１

10 教 育 費 ４，３２３，８２５ １２９，４００ ４，４５３，２２５

4 幼 稚 園 費 ２９５，９５４ １２９，４００ ４２５，３５４

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３１，５００，７００ １６５，０００ ３１，６６５，７００



１．変　更

（単位：千円）

限　度　額 起債の方法 償 還 の 方 法 限　度　額 起債の方法 償 還 の 方 法

臨時財政対策債 800,000 882,000

利 率 利 率

第２表　地方債の補正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

　政府資金について
はその融資条件によ
り、金融機関その他
の資金については借
入先と協定し、その
融資条件に従うもの
とする。
　ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、若しくは繰上償
還又は低利に借換え
することができる。

証書借入
又は

証券発行

証書借入
又は

証券発行

 4.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

　政府資金について
はその融資条件によ
り、金融機関その他
の資金については借
入先と協定し、その
融資条件に従うもの
とする。
　ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、若しくは繰上償
還又は低利に借換え
することができる。

 4.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）
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一般会計補正予算説明書 



 



１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

10 地 方 特 例 交 付 金 ８０，０００ １７３，６３２ ２５３，６３２

11 地 方 交 付 税 ２，１７２，０００ △６１，５５７ ２，１１０，４４３

13 分 担 金 及 び 負 担 金 ２５０，１５９ △６５，８００ １８４，３５９

14 使 用 料 及 び 手 数 料 ４２５，１４４ △２９，１００ ３９６，０４４

15 国 庫 支 出 金 ３，５００，４７８ １３９，５９５ ３，６４０，０７３

16 県 支 出 金 １，９７８，５７２ ３３，８００ ２，０１２，３７２

19 繰 入 金 １，５３３，３８７ △８１１，２８１ ７２２，１０６

20 繰 越 金 ５００，０００ ６９８，８０１ １，１９８，８０１

21 諸 収 入 １，６８５，４７７ ４，９１０ １，６９０，３８７

22 市 債 ２，１１１，４００ ８２，０００ ２，１９３，４００

歳       入       合       計歳 入 合 計 ３１，５００，７００ １６５，０００ ３１，６６５，７００
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
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(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2 総 務 費 4,571,125 3,900 4,575,025 0 0 0 3,900

3 民 生 費 11,033,154 44,600 11,077,754 59,395 0 △87,700 72,905

7 商 工 費 842,018 △25,000 817,018 0 0 0 △25,000

8 土 木 費 3,694,625 12,100 3,706,725 0 0 0 12,100

10 教 育 費 4,323,825 129,400 4,453,225 114,000 0 △4,000 19,400

歳 出 合 計 31,500,700 165,000 31,665,700 173,395 0 △91,700 83,305

一 般 財 源



２　歳入

(款) 10 地方特例交付金

(項) 1 地方特例交付金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 地方特例交付金 80,000 29,132 109,132  1 地方特例交付金 29,132

計 80,000 29,132 109,132

(款) 10 地方特例交付金

(項) 2 子ども・子育て支援臨時交付金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 子ども・子育て支援臨時 0 144,500 144,500  1 子ども・子育て支援臨 144,500

交付金 時交付金

計 0 144,500 144,500

(款) 11 地方交付税

(項) 1 地方交付税 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 地方交付税 2,172,000 △61,557 2,110,443  1 地方交付税 △61,557 普通交付税                                

計 2,172,000 △61,557 2,110,443

(款) 13 分担金及び負担金

(項) 2 負担金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 2 民生費負担金 249,610 △65,800 183,810  2 児童福祉費負担金 △65,800 保育園児童運営費負担金                    

計 249,864 △65,800 184,064

歳入【地方特例交付金】【地方交付税】【分担金及び負担金】 - 9 -

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額
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(款) 14 使用料及び手数料

(項) 1 使用料 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 2 民生使用料 83,853 △25,700 58,153  4 保育園使用料 △25,700 公立保育園保育料                          

 7 教育使用料 14,656 △3,400 11,256  1 幼稚園使用料 △3,400 瀬田幼稚園保育料                          

計 242,768 △29,100 213,668

(款) 15 国庫支出金

(項) 1 国庫負担金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 民生費国庫負担金 2,952,137 48,600 3,000,737  3 児童福祉費負担金 48,600 子どものための教育･保育給付費負担金

43,100

子育てのための施設等利用給付負担金 5,500

 3 教育費国庫負担金 0 113,600 113,600  1 幼稚園費負担金 113,600 子育てのための施設等利用給付負担金        

計 2,955,637 162,200 3,117,837

(款) 15 国庫支出金

(項) 2 国庫補助金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 2 民生費国庫補助金 82,155 4,660 86,815  2 児童福祉費補助金 4,660 母子家庭等対策総合支援事業補助金 1,460

子ども・子育て支援交付金 3,200

 6 教育費国庫補助金 118,137 △27,600 90,537  4 幼稚園費補助金 △27,600 幼稚園就園奨励費補助金                    

計 529,194 △22,940 506,254

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額



(款) 15 国庫支出金

(項) 3 委託金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 2 民生費委託金 14,001 335 14,336  1 社会福祉費委託金 335 国民年金事務委託金                        

計 15,647 335 15,982

(款) 16 県支出金

(項) 1 県負担金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 4 教育費県負担金 0 25,000 25,000  1 幼稚園費負担金 25,000 子育て支援施設等利用給付負担金            

計 1,210,612 25,000 1,235,612

(款) 16 県支出金

(項) 2 県補助金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 2 民生費県補助金 407,096 9,000 416,096  3 児童福祉費補助金 9,000 子ども・子育て支援事業費補助金 10,000

第３子以降保育料無償化事業費補助金

△ 1,000

 7 教育費県補助金 2,694 △200 2,494  3 幼稚園費補助金 △200 第３子以降保育料無償化事業費補助金        

計 535,173 8,800 543,973

(款) 19 繰入金

(項) 1 基金繰入金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 財政調整基金繰入金 921,857 △811,281 110,576  1 財政調整基金繰入金 △811,281

計 1,387,157 △811,281 575,876

歳入【国庫支出金】【県支出金】【繰入金】 - 11 -

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額
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(款) 20 繰越金

(項) 1 繰越金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 繰越金 500,000 698,801 1,198,801  1 前年度繰越金 698,801

計 500,000 698,801 1,198,801

(款) 21 諸収入

(項) 5 雑入 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 6 雑入 714,611 4,910 719,521  2 民生費雑入 5,510 後期高齢者医療保健事業費負担金過年度精算金

1,710

公立保育園副食費保護者負担金 3,800

 9 教育費雑入 △600 瀬田幼稚園給食費負担金                    

計 1,191,869 4,910 1,196,779

(款) 22 市債

(項) 1 市債 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 6 臨時財政対策債 800,000 82,000 882,000  1 臨時財政対策債 82,000 臨時財政対策債                            

計 2,111,400 82,000 2,193,400

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額



３　歳出
(款) 2 総務費

(項) 3 戸籍住民基本台帳費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 戸籍住民基 158,904 3,900 162,804 0 0 0 3,900 13 委託料 3,900 住民記録システム改修委託料            

本台帳費 総合行政システム改修委託料            

計 158,904 3,900 162,804 0 0 0 3,900

(款) 3 民生費

(項) 1 社会福祉費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 8 福祉センタ 33,816 800 34,616 0 0 0 800 13 委託料 800 福祉センター指定管理料                

ー費

 9 国民年金事 28,637 335 28,972 335 0 0 0 13 委託料 335 電算事務委託料                        

務費

11 後期高齢者 952,063 37,305 989,368 0 0 0 37,305 23 償還金・利 37,305 療養給付費負担金精算金                

医療費 子及び割引

料

計 6,022,457 38,440 6,060,897 335 0 0 38,105

(款) 3 民生費

(項) 2 児童福祉費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 児童福祉総 735,146 7,860 743,006 11,460 0 0 △3,600  7 賃金 3,444 臨時雇賃金                            

務費 11 需用費 1,616 消耗品費 1,116

印刷製本費 500

12 役務費 890 通信運搬費 581

広告料 300

手数料 9

18 備品購入費 510 庁用備品購入費                        

歳出【総務費】【民生費】 - 13 -

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額



歳出【民生費】【商工費】【土木費】 - 14 -

(款) 3 民生費

(項) 2 児童福祉費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

19 負担金・補 1,400 未婚の臨時給付金                      

助及び交付

金

 2 児童運営費 2,908,160 △1,700 2,906,460 48,100 0 △65,800 16,000 19 負担金・補 △1,700 保育園運営費負担金 △12,800

助及び交付 認可外保育施設施設等利用費 11,100

金

 4 保育園費 491,487 0 491,487 △500 0 △21,900 22,400

計 4,462,868 6,160 4,469,028 59,060 0 △87,700 34,800

(款) 7 商工費

(項) 1 商工費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 2 商工振興費 498,185 △25,000 473,185 0 0 0 △25,000 19 負担金・補 △25,000 事業所等設置奨励金                    

助及び交付

金

計 842,018 △25,000 817,018 0 0 0 △25,000

(款) 8 土木費

(項) 3 河川費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 2 河川改良費 132,000 6,500 138,500 0 0 0 6,500 15 工事請負費 6,500 河川等改良工事費                      

 3 砂防費 40,000 4,600 44,600 0 0 0 4,600 15 工事請負費 2,000 急傾斜地崩壊対策工事費                

19 負担金・補 2,600 急傾斜地崩壊対策事業負担金            

助及び交付

金

計 186,816 11,100 197,916 0 0 0 11,100

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額



(款) 8 土木費

(項) 4 都市計画費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 都市計画総 245,379 1,000 246,379 0 0 0 1,000 19 負担金・補 1,000 空き家・空き地活用促進事業助成金      

務費 助及び交付

金

計 2,334,961 1,000 2,335,961 0 0 0 1,000

(款) 10 教育費

(項) 4 幼稚園費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 幼稚園費 295,954 129,400 425,354 114,000 0 △4,000 19,400 19 負担金・補 129,400 幼稚園施設等利用費 227,200

助及び交付 幼稚園就園奨励費補助金 △103,000

金 幼稚園教材費補助金 △4,400

副食費補足給付事業補助金 9,600

計 295,954 129,400 425,354 114,000 0 △4,000 19,400

歳出【土木費】【教育費】 - 15 -

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額



地方債【可児市一般会計】 - 16 -

３ 10,099,241 10,362,092 800,000 82,000 882,000 1,058,117 10,185,975

（３）臨時財政対策債 9,360,261 9,715,599 800,000 82,000 882,000 969,773 9,627,826

21,319,082 21,826,300 2,723,400 82,000 2,805,400 2,485,883 22,145,817

現 在 高 見 込 額

．　そ　　の　　他

計

現 在 高 現 在 高 補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額 元金償還見込額

地 方 債 の 平 成 29 年 度 末 及 び 平 成 30 年 度 末 に お け る 現 在 高
並 び に 令 和 元 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

（単位：千円）

平 成 29 年 度 末 平 成 30 年 度 末 令和元年度中増減見込み 令 和 元 年 度 末

区　　　　　　分 令和元年度中起債見込額 令 和 元 年 度 中



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険事業特別会計補正予算 
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令和元年度 可児市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

令和元年度可児市の国民健康保険事業特別会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 事業勘定の既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９０，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ１０，８１０，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表 歳

入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 



【可児市国民健康保険事業特別会計(事業勘定)】 - 18 -

(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

5 繰 入 金 ９７３，０５８ △２４７，６４４ ７２５，４１４

2 基 金 繰 入 金 ３６６，０４６ △２４７，６４４ １１８，４０２

6 繰 越 金 ３７，１６７ ３３７，６４４ ３７４，８１１

1 繰 越 金 ３７，１６７ ３３７，６４４ ３７４，８１１

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １０，７２０，０００ ９０，０００ １０，８１０，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

6 諸 支 出 金 １０，３００ ８８，２９２ ９８，５９２

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 １０，３００ ８８，２９２ ９８，５９２

7 予 備 費 ６，２６７ １，７０８ ７，９７５

1 予 備 費 ６，２６７ １，７０８ ７，９７５

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １０，７２０，０００ ９０，０００ １０，８１０，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険事業特別会計補正予算説明書（事業勘定）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

5 繰 入 金 ９７３，０５８ △２４７，６４４ ７２５，４１４

6 繰 越 金 ３７，１６７ ３３７，６４４ ３７４，８１１

歳       入       合       計歳 入 合 計 １０，７２０，０００ ９０，０００ １０，８１０，０００

総括【可児市国民健康保険事業特別会計(事業勘定)】 - 19 -

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 交 付 金 そ の 他

6 諸 支 出 金 10,300 88,292 98,592 0 0 0 88,292

7 予 備 費 6,267 1,708 7,975 0 0 0 1,708

歳 出 合 計 10,720,000 90,000 10,810,000 0 0 0 90,000

一 般 財 源



歳入【繰入金】【繰越金】 - 20 -

２　歳入

(款) 5 繰入金

(項) 2 基金繰入金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 国民健康保険基金繰入金 366,046 △247,644 118,402  1 国民健康保険基金繰入 △247,644 国民健康保険基金繰入金                    

金

計 366,046 △247,644 118,402

(款) 6 繰越金

(項) 1 繰越金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 繰越金 37,167 337,644 374,811  1 前年度繰越金 337,644

計 37,167 337,644 374,811

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額



３　歳出
(款) 6 諸支出金

(項) 1 償還金及び還付加算金 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 交 付 金 そ の 他

 3 保険給付費 100 88,292 88,392 0 0 0 88,292 23 償還金・利 88,292 国庫等精算金                          

等交付金償 子及び割引

還金 料

計 10,300 88,292 98,592 0 0 0 88,292

(款) 7 予備費

(項) 1 予備費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 交 付 金 そ の 他

 1 予備費 6,267 1,708 7,975 0 0 0 1,708

計 6,267 1,708 7,975 0 0 0 1,708

歳出【諸支出金】【予備費】 - 21 -

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額
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介護保険特別会計補正予算 
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令和元年度 可児市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和元年度可児市の介護保険特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 保険事業勘定の既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６６，４００千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ７，１４０，４００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表 歳

入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 



【可児市介護保険特別会計(保険事業勘定)】 - 24 -

(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

5 支 払 基 金 交 付 金 １，８３３，１１１ ９，６０４ １，８４２，７１５

1 支 払 基 金 交 付 金 １，８３３，１１１ ９，６０４ １，８４２，７１５

8 繰 入 金 １，０７８，１７６ △６４，９４９ １，０１３，２２７

2 基 金 繰 入 金 ６４，９４９ △６４，９４９ ０

9 繰 越 金 １０，４９８ １２１，７４５ １３２，２４３

1 繰 越 金 １０，４９８ １２１，７４５ １３２，２４３

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ７，０７４，０００ ６６，４００ ７，１４０，４００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

2 保 険 給 付 費 ６，５３７，１４５ ０ ６，５３７，１４５

1 介 護 サ ー ビ ス 等 費 ６，３５５，６７７ ０ ６，３５５，６７７

2 そ の 他 諸 費 ６，４６８ ０ ６，４６８

3 高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 等 １７５，０００ ０ １７５，０００

4 基 金 積 立 金 ２，０００ ２７，７５６ ２９，７５６

1 基 金 積 立 金 ２，０００ ２７，７５６ ２９，７５６

5 諸 支 出 金 ６３０ ３８，６４４ ３９，２７４

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ６１０ ３８，６４４ ３９，２５４

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ７，０７４，０００ ６６，４００ ７，１４０，４００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険特別会計補正予算説明書（保険事業勘定）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

5 支 払 基 金 交 付 金 １，８３３，１１１ ９，６０４ １，８４２，７１５

8 繰 入 金 １，０７８，１７６ △６４，９４９ １，０１３，２２７

9 繰 越 金 １０，４９８ １２１，７４５ １３２，２４３

歳       入       合       計歳 入 合 計 ７，０７４，０００ ６６，４００ ７，１４０，４００

総括【可児市介護保険特別会計(保険事業勘定)】 - 25 -

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 基 金 交 付 金 そ の 他

2 保 険 給 付 費 6,537,145 0 6,537,145 0 0 △64,949 64,949

4 基 金 積 立 金 2,000 27,756 29,756 0 0 0 27,756

5 諸 支 出 金 630 38,644 39,274 0 0 0 38,644

歳 出 合 計 7,074,000 66,400 7,140,400 0 0 △64,949 131,349

一 般 財 源



歳入【支払基金交付金】【繰入金】【繰越金】 - 26 -

２　歳入

(款) 5 支払基金交付金

(項) 1 支払基金交付金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 介護給付費交付金 1,765,028 3,730 1,768,758  1 介護給付費交付金 3,730 過年度分                                  

 2 地域支援事業交付金 68,083 5,874 73,957  1 介護予防・日常生活支 5,874 過年度分                                  

援総合事業交付金

計 1,833,111 9,604 1,842,715

(款) 8 繰入金

(項) 2 基金繰入金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 介護給付費準備基金繰入 64,949 △64,949 0  1 介護給付費準備基金繰 △64,949 介護給付費準備基金繰入金                  

金 入金

計 64,949 △64,949 0

(款) 9 繰越金

(項) 1 繰越金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 繰越金 10,498 121,745 132,243  1 前年度繰越金 121,745

計 10,498 121,745 132,243

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額



３　歳出
(款) 2 保険給付費

(項) 1 介護サービス等費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 基金交付金 そ の 他

 1 介護サービ 6,355,677 0 6,355,677 0 0 △63,146 63,146

ス等費

計 6,355,677 0 6,355,677 0 0 △63,146 63,146

(款) 2 保険給付費

(項) 2 その他諸費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 基金交付金 そ の 他

 1 審査支払手 6,468 0 6,468 0 0 △65 65

数料

計 6,468 0 6,468 0 0 △65 65

(款) 2 保険給付費

(項) 3 高額介護サービス費等 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 基金交付金 そ の 他

 1 高額介護サ 175,000 0 175,000 0 0 △1,738 1,738

ービス費等

計 175,000 0 175,000 0 0 △1,738 1,738

(款) 4 基金積立金

(項) 1 基金積立金 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 基金交付金 そ の 他

 1 介護給付費 2,000 27,756 29,756 0 0 0 27,756 25 積立金 27,756 介護給付費準備基金積立金              

準備基金積

立金

計 2,000 27,756 29,756 0 0 0 27,756

歳出【保険給付費】【基金積立金】 - 27 -

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額
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(款) 5 諸支出金

(項) 1 償還金及び還付加算金 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 基金交付金 そ の 他

 2 償還金 10 38,644 38,654 0 0 0 38,644 23 償還金・利 38,644 国庫等精算金                          

子及び割引

料

計 610 38,644 39,254 0 0 0 38,644

一 般 財 源 区   分 金   額



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道事業会計補正予算 



 



  （総則）

第１条  令和元年度可児市の下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量の補正）

第２条  令和元年度可児市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定める業務の予定量中、（４）主要な建設改良

　　事業ロ雨水支線整備工事の事業費「８０，０００千円」を「８７，０００千円」に改める。

  （資本的収入及び支出の補正）

第３条  予算第４条本文括弧書中「不足する額１，２５２，０００千円」を「不足する額１，２５５，４０７千円」に、「当年度

　 分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３７，４３７千円」を「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

　 ４６，５６９千円」に、「過年度分損益勘定留保資金１５，４７４千円」を「過年度分損益勘定留保資金３８，２８０千円」に、

　 「減債積立金１５０，９１２千円」を「減債積立金１３３，１３０千円」に、「当年度分利益剰余金処分額２８７，５７７千円」

   を「当年度分利益剰余金処分額２７６，８２８千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

   

       （科         目） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ）

        収     入

    第１款  資 本 的 収 入 １，０６５,０００ 千円 ６７,７００ 千円 千円

      第１項  企 業 債 ４０１,１００ 千円 ６７,７００ 千円 千円

        支     出

    第１款  資 本 的 支 出 ２,３１７,０００ 千円 ６８,１０７ 千円 千円

      第１項  建 設 改 良 費 ６１８,６６３ 千円 ６８,１０７ 千円 千円

令和元年度  可児市下水道事業会計補正予算 （第１号）

１，１３２,７００

４６８,８００

２,３８５,１０７

６８６,７７０

【可児市下水道事業会計】
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  （企業債の起債限度額の補正）

第４条  予算第５条に定める企業債の起債限度額を次のとおり補正する。

　

      

下水道事業

計

  （利益剰余金の処分の補正）

第５条　予算第９条中「当年度利益剰余金のうち２８７，５７７千円」を「当年度利益剰余金のうち２７６，８２８千円」に、

　 「減債積立金２８７，５７７千円」を「減債積立金２７６，８２８千円」に改める。

４６８，８００

限度額
起債の目的

補正前

４０１，１００

４０１，１００

補正後

４６８，８００

（単位：千円）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道事業会計補正予算説明書



 



資本的収入及び支出

収  入 (単位：千円)

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備   考

１ 資本的収入 1,065,000 67,700 1,132,700

１ 企業債 401,100 67,700 468,800

１ 企業債 401,100 67,700 468,800

支　出 (単位：千円)

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備   考

１ 資本的支出  2,317,000 68,107 2,385,107

１ 建設改良費 618,663 68,107 686,770

３ 雨水建設事業費 81,000 7,000 88,000

４ 流域下水道建設費 78,731 61,107 139,838

令 和 元 年 度 可 児 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画
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(単位：千円)

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 544,262

減価償却費 1,253,764

固定資産除却損 20,591

貸倒引当金の増減額（減少は△） △ 273

賞与引当金の増減額（減少は△） △ 240

長期前受金戻入額 △ 513,755

支払利息及び企業債取扱諸費 324,375

未収金の増減額（増加は△） △ 24,655

その他流動資産の増減額（増加は△） △ 5,058

未払金の増減額（減少は△） △ 139,454

小計 1,459,557

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 324,375

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,135,182

令 和 元 年 度 可 児 市 下 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）



(単位：千円)

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 556,059

無形固定資産の取得による支出 △ 110,614

国庫補助金による収入 133,900

受益者負担金及び受益者分担金による収入 44,050

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 488,723

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 508,300

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,689,001

他会計からの出資による収入 495,198

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 685,503

資金の増加額（又は減少額） △ 39,044

資金期首残高 275,107

資金期末残高 236,063
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(単位：千円)

1　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

イ 土地 605,518

ロ 建物 34,001

減価償却累計額 △ 10,748 23,253

ハ 構築物 36,445,078

減価償却累計額 △ 3,296,120 33,148,958

ニ 機械及び装置 28,696

減価償却累計額 △ 14,716 13,980

ホ 車両運搬具 3,605

減価償却累計額 △ 400 3,205

ヘ 建設仮勘定 1,656

有形固定資産合計 33,796,570

(2) 無形固定資産

イ 施設利用権 3,389,663

ロ ソフトウェア 2,397

無形固定資産合計 3,392,060

令 和 元 年 度 可 児 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(令和2年3月31日)

資　産　の　部



(単位：千円)

固　定　資　産　合　計 37,188,630

2　流　動　資　産

(1) 現金預金 236,063

(2) 未収金 254,625

貸倒引当金 △ 325 254,300

(3) その他流動資産 6,058

流　動　資　産　合　計 496,421

資　　産　　合　　計 37,685,051
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財務諸表【可児市下水道事業会計】 - 36 -

(単位：千円)

3　固　定　負　債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 13,350,119

企業債合計 13,350,119

固　定　負　債　合　計 13,350,119

4　流　動　負　債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,666,034

企業債合計 1,666,034

(2) 未払金 187,668

(3) 引当金

イ 賞与引当金 6,939

引当金合計 6,939

(4) その他流動負債 7,000

流　動　負　債　合　計 1,867,641

負　債　の　部



(単位：千円)

5　繰　延　収　益

(1) 長期前受金

イ 国庫補助金 6,463,815

収益化累計額 △ 565,535 5,898,280

ロ 県補助金 227,459

収益化累計額 △ 21,841 205,618

ハ 受益者負担金等 3,488,327

収益化累計額 △ 271,480 3,216,847

ニ 受贈財産評価額 4,464,847

収益化累計額 △ 625,236 3,839,611

長期前受金合計 13,160,356

繰　延　収　益　合　計 13,160,356

負　　債　　合　　計 28,378,116

財務諸表【可児市下水道事業会計】 - 37 -
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(単位：千円)

6　資　本　金

(1) 繰入資本金 1,488,002

(2) 組入資本金 547,683

(3) 引継資本金 5,700,852

資　本　金　合　計 7,736,537

7　剰　余　金

(1) 資本剰余金

イ 国庫補助金 27,770

ロ 県補助金 3,210

ハ 受益者負担金等 9,204

ニ 受贈財産評価額 458,007

資本剰余金合計 498,191

(2) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 1,072,207

利益剰余金合計 1,072,207

剰　余　金　合　計 1,570,398

資　　本　　合　　計 9,306,935

負　　債　　資　　本　　合　　計 37,685,051

資　本　の　部



１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　　　　　先入先出法による原価法によっている。

（２） 固定資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産

・ 減価償却の方法　定額法による。

・ 主な耐用年数

建物　　　　　　8～38年

構築物　　　　　10～50年

機械及び装置　　10～50年

車両運搬具　　　4～6年

ロ 無形固定資産

・ 減価償却の方法　定額法による。

・ 主な耐用年数

施設利用権　　　45年

ソフトウェア　　5年

（３） 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

ロ 賞与引当金

ハ 貸倒引当金

注　記

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。

　職員の退職手当に係る岐阜県市町村職員退職手当組合負担金は、退職手当負担金の負担に関する協議に基づき、組合積立金の不足等に応じて発生す
る追加的な費用負担（収支差額調整のために支払う負担金、組合脱退時の清算金等を含む。）を全て一般会計が負担することとしているため、退職給
付引当金は計上していない。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す
る額を計上している。
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（４） 消費税及び地方消費税の会計処理

２　予定貸借対照表等に関する注記

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担

（２） 引当金の取崩し

イ 賞与引当金

ロ 貸倒引当金

３　セグメント情報に関する注記

（１） 報告セグメントの概要

事業の内容

市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除

市街地周辺の区域における、し尿・生活雑排水等の処理

セグメント区分

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　令和元年度の期末手当・勤勉手当の支給及び当該手当にかかる法定福利費を支出するため、賞与引当金７，１７９千円を取り崩す予定である。

　　令和元年度において、不納欠損処理のため貸倒引当金５９８千円を取り崩す予定である。

　貸借対照表に計上されている企業債（1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、企業債の償還負担に関する協議に基づき、一般会計が負担すると見
込まれる額は３，６７０，４９８千円である。

　下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セ
グメントとしている。なお、報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報の内訳は以下のとおりである。



（２） 報告セグメントごとの予定営業収益等

当年度（自　平成31年4月1日　　至　令和2年3月31日）

４　リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１） リース取引の処理方法

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（単位：千円）

　有形固定資産及び無形
　固定資産の増加

761,507 12,659 774,166

　特別利益 00 0

　支払利息 302,182 22,193 324,375

　特別損失 860 55 915

　他会計繰入金 1,462,377 104,056 1,566,433

　減価償却費 1,159,871 93,893 1,253,764

セグメント負債 26,678,218 1,699,898 28,378,116

その他の項目

経常損益 559,005 △ 13,828 545,177

セグメント資産 34,896,391 2,788,660 37,685,051

営業費用 1,961,866 168,786 2,130,652

営業損益 △ 629,484 △ 84,915 △ 714,399

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
合計

営業収益 1,332,382 83,871 1,416,253
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(単位：千円)

1　営　業　収　益

(1) 下水道使用料 1,363,115

(2) 雨水処理負担金 41,601

(3) その他の営業収益 1,342 1,406,058

2　営　業　費　用

(1) 公共管渠費 81,538

(2) 特環管渠費 8,729

(3) 特環処理場費 16,013

(4) 流域下水道維持管理費 537,356

(5) 業務費 64,144

(6) 総係費 76,707

(7) 減価償却費 1,252,394

(8) 資産減耗費 32,718

(9) 雨水管渠費 2,200 2,071,799

営　　業　　損　　失 665,741

平 成 30 年 度 可 児 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）



(単位：千円)

3　営　業　外　収　益

(1) 他会計負担金 1,014,654

(2) 長期前受金戻入 523,252

(3) 雑収益 24,834 1,562,740

4　営　業　外　費　用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 362,967

(2) 雑支出 26,838 389,805 1,172,935

経　　常　　利　　益 507,194

5　特　別　利　益

(1) 過年度損益修正益 21,656 21,656

6　特　別　損　失

(1) 過年度損益修正損 905 905 20,751

当　年　度　純　利　益 527,945

その他の未処分利益剰余金変動額 547,683

当年度未処分利益剰余金 1,075,628
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(単位：千円)

1　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

イ 土地 605,518

ロ 建物 34,001

減価償却累計額 △ 7,169 26,832

ハ 構築物 35,826,231

減価償却累計額 △ 2,195,549 33,630,682

ニ 機械及び装置 28,696

減価償却累計額 △ 13,174 15,522

ホ 車両運搬具 2,564

減価償却累計額 △ 102 2,462

ヘ 建設仮勘定 1,730

有形固定資産合計 34,282,746

(2) 無形固定資産

イ 施設利用権 3,402,551

ロ ソフトウェア 3,595

無形固定資産合計 3,406,146

平 成 30 年 度 可 児 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(平成31年3月31日)

資　産　の　部



(単位：千円)

固　定　資　産　合　計 37,688,892

2　流　動　資　産

(1) 現金預金 275,107

(2) 未収金 230,318

貸倒引当金 △ 598 229,720

(3) 前払金 3,710

(4) その他流動資産 1,000

流　動　資　産　合　計 509,537

資　　産　　合　　計 38,198,429

財務諸表【可児市下水道事業会計】 - 45 -



財務諸表【可児市下水道事業会計】 - 46 -

(単位：千円)

3　固　定　負　債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 14,507,853

企業債合計 14,507,853

固　定　負　債　合　計 14,507,853

4　流　動　負　債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,689,001

企業債合計 1,689,001

(2) 未払金 317,907

(3) 引当金

イ 賞与引当金 7,179

引当金合計 7,179

(4) その他流動負債 7,000

流　動　負　債　合　計 2,021,087

負　債　の　部



(単位：千円)

5　繰　延　収　益

(1) 長期前受金

イ 国庫補助金 6,329,915

収益化累計額 △ 377,258 5,952,657

ロ 県補助金 227,459

収益化累計額 △ 14,721 212,738

ハ 受益者負担金等 3,444,625

収益化累計額 △ 180,871 3,263,754

ニ 受贈財産評価額 4,390,207

収益化累計額 △ 417,342 3,972,865

長期前受金合計 13,402,014

繰　延　収　益　合　計 13,402,014

負　　債　　合　　計 29,930,954

6　資　本　金

(1) 繰入資本金 992,804

(2) 引継資本金 5,700,852

資　本　金　合　計 6,693,656

資　本　の　部
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(単位：千円)

7　剰　余　金

(1) 資本剰余金

イ 国庫補助金 27,770

ロ 県補助金 3,210

ハ 受益者負担金等 9,204

ニ 受贈財産評価額 458,007

資本剰余金合計 498,191

(2) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 1,075,628

利益剰余金合計 1,075,628

剰　余　金　合　計 1,573,819

資　　本　　合　　計 8,267,475

負　　債　　資　　本　　合　　計 38,198,429



１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品          先入先出法による原価法によっている。

（２） 固定資産の減価償却の方法

　イ 有形固定資産

・ 減価償却の方法　定額法による。

・ 主な耐用年数

建物　　　　　　8～38年

構築物　　　　　10～50年

車両運搬具　　　4～6年

　ロ 無形固定資産

・ 減価償却の方法　定額法による。

・ 主な耐用年数

施設利用権　　　45年

ソフトウェア　　5年

（３） 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

ロ 賞与引当金

ハ 貸倒引当金

機械及び装置　　10～50年

注　記

　職員の退職手当に係る岐阜県市町村職員退職手当組合負担金は、退職手当負担金の負担に関する協議に基づき、組合積立金の不足等に応じて発生す
る追加的な費用負担（収支差額調整のために支払う負担金、組合脱退時の清算金等を含む。）を全て一般会計が負担することとしているため、退職給
付引当金は計上していない。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す
る額を計上している。

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。
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（４） 消費税及び地方消費税の会計処理

２　予定貸借対照表等に関する注記

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担

（２） 引当金の取崩し

イ 賞与引当金

ロ 貸倒引当金

３　セグメント情報に関する注記

（１） 報告セグメントの概要

特定環境保全公共下水道事業 市街地周辺の区域における、し尿・生活雑排水等の処理

公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　貸借対照表に計上されている企業債（1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、企業債の償還負担に関する協議に基づき、一般会計が負担すると見
込まれる額は４，１１２，２９６千円である。

　平成30年度の期末手当・勤勉手当の支給及び当該手当にかかる法定福利費を支出するため、賞与引当金６，４７０千円を取り崩す予定である。

　平成30年度において、不納欠損処理のため貸倒引当金３１３千円を取り崩す予定である。

　下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セ
グメントとしている。なお、報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報の内訳は以下のとおりである。

セグメント区分 事業の内容



（２） 報告セグメントごとの予定営業収益等

当年度（自　平成30年4月1日　　至　平成31年3月31日）

４　リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１） リース取引の処理方法

　有形固定資産及び無形
　固定資産の増加

477,778 35,669 513,447

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　特別利益 21,495 161 21,656

　特別損失 172 733 905

　減価償却費 1,154,816 97,578 1,252,394

　支払利息 337,045 25,922 362,967

その他の項目

　他会計繰入金 1,423,088 132,640 1,555,728

セグメント資産 35,294,790 2,903,639 38,198,429

セグメント負債 28,084,654 1,846,300 29,930,954

営業損益 △ 585,514 △ 80,227 △ 665,741

経常損益 493,636 13,558 507,194

営業収益 1,323,202 82,856 1,406,058

営業費用 1,908,716 163,083 2,071,799

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
合計
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